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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第72期

第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 16,529 20,449 78,711

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △530 △229 792

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)

(百万円) △407 △473 385

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △486 △68 △734

純資産額 (百万円) 71,968 70,684 71,162

総資産額 (百万円) 99,489 97,626 96,114

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失(△)

(円) △13.89 △16.21 13.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.3 72.4 74.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。
　
(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の拡大に伴い、社会経

済活動が停滞するなど、極めて厳しい状況が続きました。

住宅関連機器業界においては、新設住宅着工戸数や新規受注が減少したほか、一部住宅設備機器の供給に遅れが

出るなど、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響がみられました。

このような状況のもと、当社グループは商品の生産・供給に注力したほか、第８次中期経営計画のもと、「コロ

ナブランドの拡大と進化」を推進キーワードに、基本戦略「既存販売チャネルでの事業領域拡大」「空調メーカー

としてのポジション構築」「持続的成長のための機能・基盤強化」に基づいた事業戦略・機能戦略の取り組みを進

めました。

事業戦略では、既存の販売チャネルを最大限に活用するための商品カテゴリー拡大やラインアップ拡充、提供価

値拡大に向けた商品開発や協業などビジネスチャンスの拡大に取り組んだほか、IoT技術を活用した商品・サービ

スの強化として、「コロナ快適ホームアプリ」のサービスを開始しました。また、ルームエアコンをはじめとした

空調・家電機器の開発や生産、販売活動強化に向けて、組織横断的に取り組みを進めました。

機能戦略では、ブランディングの推進や顧客接点の強化、管理間接業務の生産性向上、物流配送機能の最適化を

進めるとともに、それらの活動を支える組織や人財育成の取り組みを進めました。

これらの取り組みにより、製品の種類別売上高の概況は、以下のとおりとなりました。

　

＜暖房機器＞

暖房機器の売上高は、1,115百万円(前年同四半期比5.5％減)となりました。

　

＜空調・家電機器＞

空調・家電機器の売上高は、11,400百万円(前年同四半期比47.3％増)となりました。

ルームエアコンは気温が高めに推移したほか、販売店による早期提案の動きや新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴う在宅時間の増加などもあり、販売が好調に推移しました。また、セパレートタイプに比べ設置の自由度が高

く、工事が不要なウインドタイプも好調に推移し、ルームエアコン全体は前年同四半期を上回りました。また、除

湿機は本格的な梅雨の到来に加え、部屋干し需要の増加などもあり、前年同四半期を上回り、空調・家電機器全体

は前年同四半期を上回りました。
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＜住宅設備機器＞

住宅設備機器の売上高は、6,582百万円(前年同四半期比1.4％増)となりました。

主力商品であるエコキュートは商品の安定供給に努めるとともに、ZEH(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)の

普及や買い替え需要が拡大する中、業界トップクラスの省エネ性能である最上位機種を軸に販売活動を進めたこと

で、前年同四半期を上回りました。また、空気清浄・除菌等の機能を備えた多機能加湿装置「ナノフィール」など

のアクアエア商品も好調に推移し、住宅設備機器全体は前年同四半期を上回りました。

 
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による当社グループへの影響につきましては、在宅時間の増加などによ

りルームエアコンなどの需要が増加した一方で、販売活動においては緊急事態宣言解除後も展示商談会等のイベン

トや訪問営業において一部制限が続きましたが、当第１四半期連結累計期間の業績への影響は軽微であります。

　

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は20,449百万円(前年同四半期比23.7％増)となりました。利益

面については、営業損失は319百万円(前年同四半期の営業損失624百万円)、経常損失は229百万円(前年同四半期の

経常損失530百万円)となりました。また、株価下落により投資有価証券評価損を特別損失に計上したことなどが影

響し、親会社株主に帰属する四半期純損失は473百万円(前年同四半期の親会社株主に帰属する四半期純損失407百

万円)となりました。

 

② 財政状態

(流動資産)

当第１四半期連結会計期間の流動資産の残高は、前連結会計年度と比べ1,095百万円増加し、57,099百万円とな

りました。これは現金及び預金が350百万円、電子記録債権が3,759百万円、有価証券が909百万円、商品及び製品

が1,311百万円、流動資産のその他が770百万円それぞれ減少した一方、受取手形及び売掛金が8,205百万円増加し

たことが主な要因であります。

有価証券につきましては、主に譲渡性預金が減少したことによるものであります。商品及び製品につきまして

は、主に暖房機器及び住宅設備機器の在庫が増加した一方、空調・家電機器の在庫が減少しております。売上債権

につきましては、主に前期末における売上債権の資金化が進んだことにより減少した一方、空調・家電機器の売上

増加に伴い増加しております。

　

(固定資産)

当第１四半期連結会計期間の固定資産の残高は、前連結会計年度と比べ416百万円増加し、40,527百万円となり

ました。これは投資有価証券が415百万円増加したことが主な要因であります。

　

(流動負債)

当第１四半期連結会計期間の流動負債の残高は、前連結会計年度と比べ1,886百万円増加し、25,051百万円とな

りました。これは流動負債のその他が1,856百万円増加したことが主な要因であります。

　

(固定負債)

当第１四半期連結会計期間の固定負債の残高は、前連結会計年度と比べ102百万円増加し、1,889百万円となりま

した。

　

(純資産)

当第１四半期連結会計期間の純資産の残高は、前連結会計年度と比べ477百万円減少し、70,684百万円となりま

した。株主資本においては、配当金の支払により408百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失により473百万円

それぞれ減少しております。その他の包括利益累計額においては、その他有価証券評価差額金が367百万円、退職

給付に係る調整累計額が37百万円それぞれ増加しております。
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(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は156百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、連結会社及び提出会社の従業員数に著しい増減はありません。

 

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、空調・家電機器の販売実績が著しく増加しております。

その内容については、(1)財政状態及び経営成績の状況①経営成績＜空調・家電機器＞をご覧ください。

 

(6) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2020年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,342,454 29,342,454
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 29,342,454 29,342,454 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年４月１日～
2020年６月30日

― 29,342,454 ― 7,449 ― 6,686

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2020年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

(2020年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 143,900

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,185,600 291,856 ―

単元未満株式 普通株式 12,954 ― ―

発行済株式総数 29,342,454 ― ―

総株主の議決権 ― 291,856 ―
 

(注) １. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株及び株式会社証券保管振替機構名義の株式

が20株含まれております。

 

② 【自己株式等】

(2020年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社コロナ

新潟県三条市
東新保７番７号

143,900 ― 143,900 0.49

計 ― 143,900 ― 143,900 0.49
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2020年４月１日から2020年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,068 7,717

  受取手形及び売掛金 9,069 17,275

  電子記録債権 8,137 4,378

  有価証券 11,116 10,206

  商品及び製品 16,460 15,148

  仕掛品 581 597

  原材料及び貯蔵品 579 555

  その他 2,012 1,241

  貸倒引当金 △20 △21

  流動資産合計 56,003 57,099

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,139 5,032

   土地 10,210 10,210

   その他（純額） 3,433 3,506

   有形固定資産合計 18,783 18,749

  無形固定資産 597 585

  投資その他の資産   

   投資有価証券 16,931 17,347

   その他 3,826 3,873

   貸倒引当金 △29 △29

   投資その他の資産合計 20,729 21,191

  固定資産合計 40,110 40,527

 資産合計 96,114 97,626

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 17,158 17,150

  製品保証引当金 461 505

  製品点検費用引当金 37 32

  その他 5,507 7,363

  流動負債合計 23,165 25,051

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 578 ―

  退職給付に係る負債 8 13

  その他 1,200 1,876

  固定負債合計 1,787 1,889

 負債合計 24,952 26,941
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,449 7,449

  資本剰余金 6,686 6,686

  利益剰余金 58,149 57,267

  自己株式 △158 △158

  株主資本合計 72,127 71,245

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 68 435

  土地再評価差額金 772 772

  退職給付に係る調整累計額 △1,806 △1,769

  その他の包括利益累計額合計 △965 △560

 純資産合計 71,162 70,684

負債純資産合計 96,114 97,626
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 16,529 20,449

売上原価 13,048 16,432

売上総利益 3,481 4,017

販売費及び一般管理費 4,105 4,336

営業損失（△） △624 △319

営業外収益   

 受取利息 31 31

 受取配当金 33 29

 有価証券売却益 ― 3

 持分法による投資利益 2 5

 その他 28 22

 営業外収益合計 95 91

営業外費用   

 支払利息 0 0

 売上割引 1 1

 その他 0 0

 営業外費用合計 2 2

経常損失（△） △530 △229

特別利益   

 固定資産売却益 ― 0

 投資有価証券売却益 0 0

 特別利益合計 0 0

特別損失   

 固定資産売却損 3 ―

 固定資産除却損 8 0

 投資有価証券売却損 0 48

 投資有価証券評価損 0 253

 特別損失合計 12 302

税金等調整前四半期純損失（△） △542 △531

法人税、住民税及び事業税 25 146

法人税等調整額 △160 △205

法人税等合計 △135 △58

四半期純損失（△） △407 △473

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △407 △473
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 【四半期連結包括利益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純損失（△） △407 △473

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △92 367

 退職給付に係る調整額 13 37

 その他の包括利益合計 △78 404

四半期包括利益 △486 △68

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △486 △68

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】
　

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した仮定について、重要な変更はありません。

 
(役員退職慰労金制度の廃止)

当社は、2020年６月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金の打切り

支給を決議いたしました。

これに伴い、当第１四半期連結会計期間の四半期連結貸借対照表において、「役員退職慰労引当金」の全額を

取崩し、打切り支給の総額704百万円を「固定負債」の「その他」に含めて表示しております。また、当第１四

半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、支給総額の内の功労金相当額158百万円を「販売費及び一

般管理費」に計上しております。

 
(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用)

当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につい

ては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告

第39号　2020年３月31日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第28号　2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務　　　　

(保証債務)

下記の会社の求償債務について保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

鹿島建設㈱ 10百万円 10百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 

2020年４月１日　至 2020年６月30日)

当社グループは、通年商品の住宅設備機器のほか、夏季に需要の多いルームエアコンを中心とした空調・家電機

器と冬季に需要の多い暖房機器を取り扱っているため、業績に季節的変動があります。売上高及び利益は、暖房機

器の割合が高い第３四半期連結会計期間に増加する傾向にあります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年６月30日)

減価償却費 557百万円 546百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日
定時株主総会

普通株式 410 14.00 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 408 14.00 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業は、住宅関連機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

 １株当たり四半期純損失(△) △13円89銭 △16円21銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する
 四半期純損失(△)(百万円)

△407 △473

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純損失(△)(百万円)

△407 △473

 普通株式の期中平均株式数(株) 29,334,224 29,198,484
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2020年８月12日

株式会社コロナ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

東京事務所

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 櫻　　井　　清　　幸 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　　村　　始　　史 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 清　　水　　俊　　直 印

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コロナ

の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コロナ及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

　

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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